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スカパーＪＳＡＴグループについて
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スカパーJSATグループ

1998年合併

2000年
DirecTV Japan

放送終了で加入者引受け

2004年
Plat One 合併

1985年
日本通信衛星

設立

1993年合併

日本サテライトシステムズ

2007年
経営統合

2008年
宇宙通信を
子会社化

2000年～

NTTグループより
N-SATRa,bを持分譲受

1985年
サテライトジャパン

設立

1985年
宇宙通信
設立

1994年
「PerfecTV!」企画会社

設立

1996年
「J Sky B」会社

設立
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スカパーJSATグループの概要

Horizons Satellite Holdings LLC

㈱衛星ﾈｯﾄﾜｰｸ

（株式保有比率：92.0%）

㈱ｵﾌﾟﾃｨｷｬｽﾄ

（株式保有比率：100.0%）

㈱ｵﾌﾟﾃｨｷｬｽﾄ･ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

（株式保有比率：51.0%）

㈱ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ足立

（株式保有比率：77.3%）

㈱ﾃﾞｰﾀﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ

（株式保有比率：51.0%）

ﾏﾙﾁﾁｬﾝﾈﾙ

ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ

株式会社

ﾏﾙﾁﾁｬﾝﾈﾙｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ㈱

（株式保有比率：100.0%）

㈱eTEN

（株式保有比率：100.0%）

JSAT International Inc. 

（株式保有比率：100.0%）

Horizons Satellite Holdings LLC 

（株式保有比率：50.0%）

会社名 株式会社スカパーJSATホールディングス

設立 2007年4月2日 （同日 東京証券取引所 市場第1部 上場）

資本金 100億円

連結売上高 １,214億円 （2008年3月期）

主要株主 伊藤忠商事、ソニー・放送メディア、フジテレビジョン、NTTコミュニケーションズ、住友商事、日本テレビ放送網、東京放送、他

会社名 スカパーJSAT株式会社

主な事業内容 CSデジタル放送のプラットフォーム事業及び衛星事業

資本金 50,083百万円

株主 株式会社スカパーJSATホールディングス（100%）
㈱ｽｶﾊﾟｰ･ﾌﾞﾛｰﾄﾞｷｬｽﾃｨﾝｸﾞ

（株式保有比率：100.0%）

JSAT MOBILE 
Communications㈱

主なグループ会社
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■ 現在静止軌道上に12機の衛星を保有。

■ 衛星ビームは、アジア、オセアニアからハワイ、北米をカバー。

■ 軌道上予備衛星（JCSAT-R）による、万全のバックアップ体制。
※Horizons-1及びHorizons-2は、Intelsat（米国）と共同で所有する衛星です。

スカパーJSATグループの衛星フリート

JCSAT-2A
(154°E)N-SAT-110

(110°E)

JCSAT-R
（軌道上予備）

JCSAT-4A
（124°E）

JCSAT-3A
(128°E)

JCSAT-1B
(150°E)

JCSAT-5A 
(132°E)

Horizons-1
(127°W)

Horizons-2
(74°W)

Superbird-B2
(162°E)

Superbird-C2
(144°E)

Superbird-C
(144°E)

36,000km
Intelsat-15

(85°E)

インド洋での新サービス向け
（インテルサットとの区分所
有） - 2009年打上げ予定

JCSAT-12
（軌道上予備）

JCSAT-Rの後継衛星
（2009年打上げ予定）

JCSAT-110R
(110°E)

N-SAT-110のバックアップ（㈱
放送衛星システムズとの共同
衛星 - 2011年打上げ予定）

JCSAT-13
(124 °E)JCSAT-4A後継機

（2013年打上げ予定）
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衛星を利用したサービス例
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有料多チャンネル ハイビジョン放送

第１期ハイビジョンチャンネル（2008年10月1日開始） 第２期ハイビジョンチャンネル

PPV8ch＋プレミアム9ch＋
ベーシック35ch ほか

＋

70ch超の日本最大級のハイビジョン放送を実現（2009年10月以降）

①HD多チャンネル放送

□伝送方式：DVB-S2

□圧縮方式：H.264│MPEG-4 AVC

□今後のスケジュール

PPV（スポーツ、映画など）

スポーツ

総合エンターテイメント

映画、海外ドラマ、等
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静止衛星

HUB局

船上地球局

②移動体衛星通信サービス

ヘリコプター（試験中）

衛星経由で直接､TV伝送及び連絡が可能

船舶（サービス中）

海上における高速通信

航空機（サービス中）

機内ネット接続、コンテンツ配信等

中継局

移動車両（試験中）

高速移動する車両においても、高速通信が可能

公衆
インターネット等
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全国の山間部や離島等の
公共機関・工場・発電所・
観光施設などに導入実績

Internet網 IP-VPN等

●行政機関（都道府県）
●医療・福祉機関
●教育機関 等

スカパーJSAT
テレポートセンター
（横浜市）

静止衛星

◆ベストエフォート型衛星通信サービス
◆スタンダードプラン：最大上り2Mbps下り10Mbps
◆ライトプラン：最大上り1Mbps下り5Mbps

◆町村役場・公民館・学校等にSPACE IP局（アンテナ等）を設置
（インターネットカフェ・ホットスポット等を各所に整備）

◆自治体の世帯数・地理的条件等に応じたSPACE IP局の確保
◆複数世帯でSPACE IP局を共有することが可能
◆ADSL・FTTH・無線LAN等の加入者系回線との接続が可能

Kuバンド利用

▼日本全国山間・離島も場所を選ばず通信可能
▼アンテナ・モデムの設置のみで迅速安価にBB構築
▼地上線を持たない為災害に強くメンテナンス容易

○加入者系回線との接続実験 協力地域
・ADSL（リーチDSL）：沖縄県北・南大東村
・FTTH：東京都小笠原村
・WiMAX：新潟県魚沼市

小中高校等

公民館、図書館等

診療所

村役場

ADSL
FTTH等

WiMAX
無線LAN等

地方自治体

③デジタル・ディバイド対策

出典：デジタル・ディバイド解消戦略会議 参考資料
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JCSAT-2A、Superbird-C2、Horizons衛星等により、アジア・太平洋地域におけるイン
ターネットバックボーン回線の提供、ハワイの地球局を経由した米国からのニュース
やスポーツイベント、映像コンテンツの配信などのグローバルサービスを提供。各国
事業者との共同事業等の可能性を模索。

官民一体による途上国との連携、
開拓取り組み強化

JCSAT-2A
・2002年3月打上げ
・東経154度

Horizons-1
・2003年10月打上げ
・西経127度

North America

Superbird-C2
・2008年8月打上げ
・東経144度

Asia-Pacific Region 

Horizons-2
・2007年12月打上げ
・西経74度

④海外マーケット

Indian Ocean Region 

IS-15
・2009年打上げ予定
・東経85度
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携帯電話エリア整備への適用可能性
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衛星の適用形態

携帯電話用
交換局

衛星基地局

① エントランスへの適用
携帯電話未整備エリアに設置された基地局～交換機間
の伝送路を衛星回線を経由して設定する。

衛星携帯電話用
基地局
交換局

固定電話網
携帯電話網

② 直接通信
携帯電話から直接衛星を経由して通信を行う。
携帯電話基地局が不要のため、全国を一括
カバーすることができる。

形態① ： 現在サービス中の衛星で実現可能。

形態② ： 新規衛星を必要とし、端末等の開発要。
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エントランスへの適用 －衛星利用例：非常・災害対策－

KDDI殿

車載型無線基地局
全国で10台配備
災害により無線基地局や光ファイバーなどの地上
通信回線が損傷した場合には、通信衛星対応の
車載型基地局を被災地に移動させ、被災地域にお
いて携帯電話による通話やメールなどのサービス
がご利用可能となります。

（KDDI 災害対策への取組み）
http://www.au.kddi.com/notice/saigai_torikumi/gaiyo/index_1.html

© KDDI

NTTドコモ殿

被災地の通信をより迅速に確保する衛星回線導入
「災害発生時等に安定した通信を確保するため、基
地局との伝送路として衛星回線を利用する「災害用
衛星エントランス」を導入しています。これは、2004年
の新潟県中越地震において基地局とのエントランス
回線を衛星通信によって救済した経験を踏まえ、
FOMA基地局のエントランス回線にも衛星を利用でき
るようにしたものです。 」

（NTTドコモグループ CSR報告書2008）
http://www.nttdocomo.co.jp/corporate/csr/report/pdf/csr2008_all.pdf

非常災害時対策として、
基地局からのエントランスを
一時的に構築する。
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エントランスへの適用 －衛星利用例：離島－

世界の衛星通信事業の牽引役の一つは
携帯バックボーンネットワーク需要です。
地上網の整備が遅れている国・地域では、
携帯通信サービスが先行して普及する傾
向があり、内陸部や離島などへの携帯
ネットワークの拡張に衛星回線が多数活
用されています。

KDDIグループの沖縄セルラーは、同社
サービスの普及が進む南大東島におけ
る基地局の拡充のため、衛星回線の追
加および携帯基地局のエントランス施設
としての地球局を新設し、急増する需要
に対応する体制を整えました。

【南大東島の携帯基地局エントランス用地球局】

記事、写真とも、“日本衛星ビジネス協会”ホームページより引用掲載
（http://www.sspi-tokyo.org/archives/example/index.html）

© 日本衛星ビジネス協会
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エントランスへの適用 －衛星利用例：海外－

アジア、アフリカ、南米などではGSMバックホールとして衛星回線が盛んに利用されている。
・ 例えば、下記ウェブサイトを参照。

http://www.gilatnetworks.com/Content.aspx?Page=Cellular
http://www.idirect.net/galleries/application_briefs/APPLICATION_BRIEF_Cellular_Backhaul.pdf
http://www.hughes.com/HUGHES/Doc/0/DP99KF51BJP4J0CN40JQA81A8F/Cellular%20Backhaul_H35452_A4_LR_032707.pdf

導入例
・ ニカラグア（Enitel：Empresa Nicaraguense de Telecomunicaciones）、Nepal Telecom 、Telecom Fiji Ltd. 等

http://www.gilatnetworks.com/Content.aspx?Page=Cellular

・ ベネズエラではBANTEL(衛星通信事業者）が、衛星バックホールを提供。
http://www.idirect.net/page.ww?section=News&name=View+News+Release&pressrelease.id=336

© Gilat © Hughes
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エントランスへの衛星適用 -エリア整備-

衛星回線 備考

モデル１ VSATごとに衛星容量を確保する。 非常・災害対策、離島のケース

モデル２ 複数VSAT全体で衛星容量を確保、各VSATで共用。 海外のGSMへの適用のケース

携帯事業者VSATハブ設備＆交換局

VSAT機器

基地局装置

：携帯事業者設備

携帯NW
VSAT＆携帯基地局 VSAT＆携帯基地局

VSAT＆携帯基地局

エリア整備でのエントランスへの衛星適用にあたり、VSATシステムを活用した、

以下２つのモデルが考えられます。

＜イメージ図＞
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エントランスへの衛星適用 –エリア整備-

モデル１の概念図

VSAT＆携帯基地局

VSATハブ設備

VSATハブ設備

モデル２の概念図

VSATごとに衛星容量を確保。
各VSAT毎のキャパシティが明
確である。

特段の開発は不要。

VSAT全体で衛星容量を確保し、
各VSATで共用する。

区間数・所要トータル容量・IMT-
2000方式に適用した場合の共用
効果等について検討が必要。

携帯電話事業者殿が確保する衛星容量

VSAT＆携帯基地局

エントランスへの衛星適用時のコスト、技術的課題等を確認するため、携帯電話事業者殿等の協力により、検証の実施が必要。
検証結果を踏まえて、他のソリューションとの比較検討を行い、衛星適用エリアの絞込みを行う必要があると考えます。

衛星の適用が必要なエリアにおいては、事業者側での採算確保は極めて困難であることから、実証実験段階も含め、
国・地方公共団体のご支援が必要と考えます。

課題と検討ステップ
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エントランスへの衛星適用 –検証モデル１-

モデル１による検証

BTS VSAT機器

IPT1

ハブ設備 or VSAT

変換器
変換器

VSAT毎に衛星容量を
確保（モデル１）

IP 携帯電話用
交換局

T1

当社より提供 携帯事業者殿よりご提供携帯事業者殿よりご提供

検証モデルにより以下項目の確認が必要と考えます。

• 携帯事業者殿設備とVSATとの接続確認

• 機器の設定値等の確認（特に衛星遅延を考慮）

• 想定する電話回線数と必要衛星容量との対応の確認
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エントランスへの衛星適用 –検証モデル２-

検証モデルにより以下項目の確認が必要と考えます。

• 携帯事業者殿設備とVSATとの接続確認

• 機器の設定値等の確認（特に衛星遅延を考慮）

• 想定する電話回線数と必要衛星容量との対応の確認

• モデル１と比べたトラフィック効率の確認

モデル２による検証

BTS

VSAT機器

IPT1

ハブ設備 or VSAT

変換器

複数VSAT全体で衛星
容量を確保、各VSAT
で共用（モデル２）

IP 携帯電話用
交換局

T1

当社より提供 携帯事業者殿よりご提供携帯事業者殿よりご提供

変換器

変換器

変換器

変換器
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直接通信 –現状-

端末から直接衛星を経由し、固定電話や携帯電話と通信できる衛星電話は既に幾つかサービスが提供されている。

http://www.docomobile.co.jp/product/widestar/system.html

© ドコモモバイル株式会社（NTTドコモ）

http://www.kddi.com/business/iridium/index.html

ワイドスター
（NTTドコモ殿）

イリジウム（KDDI殿）

これらのサービスでは、通常使用する携帯電話以外の衛星用端末を準備する必要がある。

インマルサットBGAN
（KDDI殿、JSAT MOBILE Communications株式会社 等）

http://www.jsatmobile.com/pdf/5.BGAN%20Live%20Video%26Audio%20Solutions.pdf

© JSAT MOBILE Communications（インマルサット）

© KDDI株式会社（Iridium）
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直接通信 －エリア整備への適用－

通常は地上経由で通話

■ 日頃利用する携帯電話と同様の小型端末
で衛星経由の通信が可能

■ 携帯電話に衛星通信機能を搭載
■ 携帯電話のエリア整備対策のみならず、

災害時や非常時の通信確保にも役立ち、
安心・安全なネットワーク構築にも貢献

■ 空間的制約の克服（日本全国をエリア化）

地上経由の通信が困難な
場合は衛星経由で接続携帯電話

クラスの
小型端末
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IP
Network

直接通信 －システムイメージ－

NodeB RNC GW

S-BS S-NC

GW

大型反射鏡を搭載した衛星

BS ： Base Station, GW ：Gateway
RNC : Radio Network Controller・地上系既存ネットワーク（3G等）

衛星用地上設備

携帯電話に
衛星通信機能を搭載

©Boeing



23

参 考
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【参考】衛星技術の動向

現在のTrend
□衛星に搭載される電力増幅器の高出力化

□衛星の高出力化

□衛星の長寿命化

□衛星搭載アンテナの大型化
（歴史的に2m強程度が標準。現在は10～20mクラスも可能。これにより衛星においても小セル化が可能。）

今後のTrend
□搭載アンテナの更なる大型化（20m～）

□衛星の更なる高出力化

衛星名 打上年 増幅器出力 衛星出力 設計寿命

JCSAT-1 1989年 20W 2.2kw 約10年

JCSAT-10 2006年 127W 10kw 15年

2011年に北米に投入される予定のViasat-1

©ViaSat, Inc.

http://www.viasat.com/files/assets/Satellites/ViaSat1/ViaSat-1_w_background_2.jpg�
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【参考】衛星アンテナ径と端末

10m

20m

１３ｍ

きく８号
2007年打上

5ｍ

１２ｍ

Thuraya-2
2003年打上

（初号機：2000年）

N-STAR
2002年打上

（初号機：1995年）

2010年以降

２２ｍ

20ｍ～
クラス

200g

１00g

衛星搭載
アンテナ径

端末重量

250gｸﾗｽ

150gｸﾗｽ
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【参考】直接通信実施体制例

地上/衛星共用携帯電話サービス運営会社
・衛星、衛星系地上NW設備の保有、運営

スカパーJSAT
・衛星運用
・他

携帯電話事業者
・地上/衛星共用電話端末開発
・端末販売、サービス提供

海外移動体衛星通信事業者
・グローバル化

ローミング
標準化

ユーザー

出資又は
MVNO

衛星回線
提供

サービス提供

衛星部分（衛星系地上NWを含む）
はオープン化し、希望する事業者が
利用できる共通インフラを関連事業
者によるオールジャパン体制で構築。

衛星メーカー
無線機器メーカー
等

衛星運用委託

その他、出資希望者

国・政府機関

インフラ開発・整備

実現のためには大型アンテナを搭載する高性能衛星を打上げる必要があり、相当の設備投資を要する。【米国の例を次頁に示す】
有効に利用するためには、共通プラットフォーム化が必須と考えられる。



27

【参考】 所要費用とスケジュールイメージ

所要費用 （SkyTerra 4th Quarter 2008 Earnings February 26 2009より抜粋）
米国の衛星通信事業者であるSkyTerraが計画中の大型アンテナを利用する移動体衛星通信システムの例

（http://www.skyterracom.com/docs/4Q2008%20Earnings%20Call%20Presentation%20-%20February%2025%20%202009%20-%20FINALr1.pdf）

© SkyTerra

＄1,000M規模

年 X-1 X X+1 X+2 X+3 X+4

衛星

端末

システム

設計・製造・試験

△打上げ 実運用

試験運用

システム仕様等
詳細検討

端末・システム開発
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（注1）本説明資料の全部もしくは一部を無断で複製・転載することはご遠慮下さい。
(注２）本資料中における衛星等のイメージ画像の出典元は、以下の各社様のWEBページです。画像の著作権は、各社様に帰属しております。(順不同）

総務省
KDDI株式会社
Boeing
ViaSat, Inc.
Gilat Satellite Networks
Hughes Network Systems, LLC 
ドコモモバイル株式会社（NTTドコモ）
SkyTerra
Inmarsat（JSAT Mobile）

ご清聴ありがとうございました。
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